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[研究概要] 

少子高齢化による生産年齢人口の減少・労働生産性の停滞を原因とした、近年における日

本の経済成長率の停滞を解決するために私達は外国人高度人材の獲得・活用に注目した。ま

た、留学生が高度人材になり得るという先行研究から、本論文では留学生獲得に重点を置き、

これについての重回帰分析を行った。分析結果より日本への留学生誘致の要因を明らかと

し、考察・結論へとつなげた。 

 

[日本の現状] 

近年、日本においては経済成長率の低迷が続いており、この背景として少子高齢化による

生産年齢人口の減少、労働生産性の停滞が挙げられる。このような日本の現状から、本研究

では「日本の経済成長を促すにはどうすればよいだろうか」という問題意識を立てた。 

 

[先行研究] 

上記の問題意識に対し、打開策の１つとして、先行研究より高度人材の獲得・活用が挙げ

られた。また、OECD(2009)から留学生の受け入れが高度人材の拡大につながることがわか

った。よってここから留学生の獲得が日本の経済成長発展に有効な手段であると考え、「海

外での日本語教育の拡張が日本への留学生数増加をもたらす」という仮説をもと、重回帰分

析によって日本への留学決定要因を明らかにした。 

[分析方法] 

・対象国:日本への留学生送り出し国24ヶ国 

・被説明変数:[日本への留学生数] 

・説明変数:[日本実質GDP、日本失業率、日本平均年収、日本消費者物価指数、現地法

人、日本大学進学率、来日観光客数、東日本大震災(ダミー変数)、日本語能力試験受験者

数] 

タイムラグを 1 年とり、被説明変数は 2002 年～2012 年のデータ、説明変数は 2001 年

から 2011年のデータを用いて 24ヶ国の回帰分析を行った。 

 

 

 

 

 



・分析結果表まとめ 

 

著者作成 

分析結果より、日本語能力試験受験者数は正の相関を示し、本論文の仮説は立証された。

また結果についての考察から、「海外における日本語教育の拡張が日本への留学生を増加さ

せ更なる経済成長を促す」という結論に至った。 
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現地法人 ＋ ＋ － ＋ －

GDP ＋ ＋ ＋

日本語能力試験 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

観光客数 ＋ － ＋ ＋ － － ＋ ＋

日本平均年収 － － －

日本失業率 ＋ － － － ＋ － － ＋

消費者物価指数 ＋ ＋ － －

大学進学率 ＋ － ＋ ＋ ＋

東日本大震災 ＋ ＋ － ＋


